
●通常の育児休業
　育児休業とは、原則として1歳未満

の子を養育するための休業をいいま

すが、保育所に入所できない等の事

情がある場合には、1歳6か月、さらに

2歳まで延長することができます。ま

た、子1人につき原則として2回まで分

割して取得できます（1歳6か月、2歳ま

での育児休業は別に各1回取得可）。

　なお、該当社員から申し出があった

場合、法律上の権利として育児休業

を取得することができます。

●出生時育児休業（産後パパ育休）
　出生時育児休業とは、通常の育児

休業とは別に、子の出生後8週間以内

に、最大4週間（28日）まで休業できる

制度であり、産後休業を取得していな

い男女労働者が対象です。男性の取

得ニーズの高い子の出生直後の時期

について、育児休業とは別の枠組みと

して設けられています。

●男女の育児休業期間の違い
　育児休業期間に関する統計では、

女性は12か月～18か月未満の取得

が最も多いのに対し、男性は1か月～

3か月未満の取得が最も多い結果と

なりました。男性の育児休業取得者

は、図表1のように、1か月以内の比較

的短期の休業を複数回に分けて取得

するということが考えられます。長期の

休業に不安がある場合、まずは出生

時育児休業（産後パパ育休）で短期

の休業を試してから、長めの育児休業

を取得するという活用もできます。

　育児休業期間中は、会社に賃金支

払いの義務はありません。そのため、休

業期間中の収入減少は、休業取得を

決断する上での1つの壁となりますが、

休業中の経済支援として、雇用保険か

ら育児休業給付金が支給されます。

●育児休業給付金
　原則として1歳未満の子（子が1歳

を超えても休業が必要と認められる一

定の場合については最大で2歳まで）

を養育するための育児休業を行う場

合に、雇用保険より育児休業給付金

が支給されます。

　育児休業給付金の支給日数の合

計が180日までは、休業開始時賃金

日額の67％相当額、それ以降は50％

相当額が支給されます。

●出生後休業支援給付金（2025年
4月より支給開始）
　子の出生直後の一定期間に、両親

ともに14日以上の育児休業を取得す

ると、育児休業給付金と併せて最大

28日間支給されます。これにより、最

大で28日間、父母ともに育児休業給

付金と併せて給付率が休業開始時賃

金日額の80％相当額（育児休業給付

金67％＋出生後休業支援給付金

13％）に引き上がります（図表２）。

 

　会社から年金事務所や健康保険

組合に申し出れば、育児休業中の社

会保険料（健康保険料・介護保険料・

厚生年金保険料）は会社負担分・個

人負担分のいずれも免除されます。

【月次保険料免除】
（１）月末を含む育児休業
　社会保険料が免除される期間は、

育児休業を開始した月から終了した

日の翌日が含まれる月の前月までで

す。ただし、最大で子が3歳に達するま

での間に限られます。たとえば、6/10

から8/31まで休業した場合、免除の

最終月は、8/31の翌日である9/1の前

月ですので、8月分までとなります。した

がって、6月から8月の3か月分の社会

保険料が免除になります。

　それでは、8/31（1日）だけ育児休業

を取得した場合はどうでしょうか。免

除の最終月は、上記同様に8月ですの

で、保険料免除の開始・終了ともに8月

となり、結果として1か月分が保険料

免除の対象になります。

（２）同一月内の育児休業
　同一月内に育児休業が開始・終了

する場合でも、14日以上休業していれ

ば保険料が免除されます。同じ月に「9

日」と「5日」の2回の育児休業を取得

した場合、合計で14日以上となるた

め、当該月は免除となります。

　つまり、同一月内に育児休業の開

始日と終了日が含まれる場合は、図表

3のとおりになります。

【賞与保険料免除】
　賞与から社会保険料が免除される

期間は、給与と同様に、育児休業を開

始した月から終了した日の翌日が含ま

れる月の前月までですが、賞与を支

払った月の末日を含む連続した1か月

を超える育児休業を取得した場合の

み免除になります。

　１か月を超えるかは暦日で判断しま

す。たとえば、6/15～7/15まで育児休

業を取得した場合、6月末日を含む1

か月超の休業となりますので、6月10

日に支払われた賞与保険料が免除に

なります。

　なお、厚生年金保険料の免除を受

けている期間分も、保険料を納めた

ものとして将来の年金額に反映され

ます。
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　通常の育児休業は、子が1歳になるまでの期間で、2回に分けて取得できま
す。これとは別に、子の出生後8週間までに取得できる産後パパ育休（出生時育
児休業）も2回に分けて取得できます。よって、子が1歳になるまでに最大4回休
業することができます。

　従業員の配偶者が妊娠しました。男性の育児休業は、複数回に分けて取得で
きると聞きましたが、具体的にどのような制度なのでしょうか。
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図表1：働き方・休み方のイメージ（例）
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前職ではアウトソーシング会社に所属し、工場や店
舗に直接出向いて労務管理の効率化を検討してい
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すい職場づくり』を目指して考える毎日である。
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図表2：「出生後休業支援給付金」支給額のイメージ

図表３：給与の社会保険料免除（育休開始日・終了日が同月内の場合）

出典：厚生労働省『2025年４月から「出生後休業支援給付金」を創設します』より抜粋

※パパ・ママ育休プラス制度を活用した場合のイメージを記載しています。
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